2011年度「労働法」（10月21日）

第６回　労働時間（荒木134～175頁）
第6回講義のねらい「日本の週40時間制とアメリカの週40時間制では全く意味が異なるという。どう異なるのか？」「変形労働時間制とは？」「使用者が適法に残業を命ずるための要件とは」「工場労働者が入門後の歩行や更衣に費やす時間は労働時間か？ビル管理人の仮眠時間はどうか」「裁量労働制とは？」「『名ばかり管理職』問題の本質は何か。なぜこうした問題が生じるのか」などの問題について考え、今後の労働時間規制のあり方も展望する。
1. 比較法的に見た労働時間規制の類型と労働時間

a. 欧州諸国の直接規制型：最長労働時間規制
ドイツの1日8時間制
フランスの週35時間制

b. アメリカの間接規制型：割増賃金規制

　　　　　アメリカの週40時間制
c. 日本の労働時間規制は？

日本の週40時間制

d. 日本の労働時間の推移と現状



平均値の労働時間短縮と長短二極化
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	資料出所:総務省「労働力調査」


2. 労働時間規制の体系
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3. 労働時間・休憩・休日規制の原則
a. 法定労働時間
b. 休憩時間
c. 休日
4. 時間外・休日労働規制
a. 法定時間外労働・所定時間外労働

b. 時間外・休日労働が許される場合

i. 災害・公務棟の臨時の必要による時間外・休日労働（労基法33条）
ii. 労使協定に基づく時間外・休日労働（労基法36条）
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c. 時間外・休日労働義務
d. 割増賃金

「労働基準法37条第1項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定める政令」（平成6年1月4日政令第5号）

「労働基準法第37条第1項の政令で定める率は、同法33条又は36条第1項の規定により延長した労働時間の労働については二割五分とし、これらの規定により労働させた休日の労働については三割五分とする。」

5. 労働時間の弾力的規制：変形労働時間制・フレックスタイム制
a. 1ヶ月以内単位の変形労働時間制(労基法32条の2)
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b. 1年以内単位の変形労働時間制（労基法32条の4）
c. 1週間単位の非定型的変型労働時間制（労基法32条の５）

d. フレックスタイム制（労基法32条の3）

6. 労働時間の概念
a. 労働時間概念の多義性
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b. 労働時間制判断枠組み
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c. 「労基法上の労働時間」概念

[image: image8.emf]
7. みなし時間制
a. 事業場外労働(労基法38条の2)
b. 裁量労働制
i. 専門業務型裁量労働制（労基法38条の3）
ii. 企画業務型裁量労働制（労基法38条の4）

8. 労働時間・休憩・休日規制の適用除外
a. 農業、畜産・水産業（労基法41条１号）
b. 管理監督者・機密の事務取扱者（労基法41条２号）

c. 監視断続労働従事者（労基法41条３号）

9. これからの労働時間規制の方向
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